
地域の実情に応じた少子化対策の
推進に関する今後の取組方針等について

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局



◎ 『事業モデル団体』（市区町村・３団体）を対象に、地域の少子化対策
へのデジタル技術の導入・活用に関する検討～実践プロセスを伴走支援
… ワークショップの開催 ／ ゴールから逆算して中間目標を設定して進捗管理

状況に応じて、資料作成や今後の進め方などに関するアドバイス 等

⇒ 得られた知見を ”取組モデル” に集約し、来年度末の意見交換会で発信！

■ 伴走支援や事例調査を通じた、地域の少子化対策へのデジタル活用に関する「取組モデル」・「事例集」の作成
⇒ 地域のデジタル技術を活用した効果的な少子化対策の推進に向けて、課題整理・ビジョンの策定や体制構築、事業の企画・開発から実践・評価までの
プロセスに焦点を当て、①事業モデル団体への導入・活用プロセスの伴走支援 ・ ②先行事例の調査を通じ、③”取組モデル”と”事例集”を作成します。

◎ デジタル技術を活用した優れた少子化対策の取組を既に実践している
先進的な市区町村と、それらの自治体と連携して事業を行う民間企業を
『ユースケース』として、ヒアリングや実地調査によって情報収集

⇒ 得られた知見は “取組モデル” や ”事例集” の作成に加え、意見交換会での
情報発信で活用！

◎ 自治体の取組をサポートする以下の参考資料を作成！

【デジタル技術の導入・活用プロセスの伴走支援で行う取組】
・ 分野間のデータ連携や横断的取組の実施を念頭に置いた体制づくり
・ データや住民の声に基づく（EBPM）課題・ビジョンの分析、情報発信
・ 民間企業や専門家を巻き込んだアジャイル型の検討・実施体制の設置
・ 具体の取組を試行的に実践し、住民へのアウトリーチや効果の検証 等

《取組モデル》 ⇒事業に取り組む自治体のガイドライン
★ 各自治体が以下の各フェーズで実践すべき取組の内容

(1) 課題整理・ビジョン策定
(2) 体制構築（庁内連携、産官学民連携、人材確保）
(3) 企画・開発
(4) 実践・評価

★ 取組を進めるに当たって直面する課題と、有効な工夫
★ 先進団体では各フェーズで具体的にどういった点に注意して

取組を進めているのか 等

《事例集》 ⇒ユースケースの実際の実践プロセスを集約
◎ 取組を進める上でユースケースが直面した課題
◎ 課題の解消に当たって行った工夫
◎ 住民の利便性向上や職員の負担軽減など、デジタル活用を

通じて享受したメリット 等

① 事業モデル団体へのデジタル技術導入・活用プロセスの伴走支援

② 官民の先行事例（ユースケース）の知見・ノウハウの情報収集

③ ①②を通じた取組モデル・事例集の作成

地域におけるデジタル技術を活用した少子化対策の推進に向けて
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①伴走支援の『事業モデル団体』は、現在公募中！
（※２月28日（火）まで）

自治体の皆様のご応募をお待ちしています！



… 本年３月に、2022年度事業の成果として、「少子化対策地域評価ツール」を改訂し、新たに「ワークブック」、「説明動画」を公表します。

「少子化対策地域評価ツール」の改訂
◎ プロセス①～⑤までによって検討した”対応策の実行”についても記載を拡充！
◎ 自治体の担当者にとって ”わかりやすく”・”効果的な” ガイドブックとして機能するよう、実践団体の取組例を掲載するなど、記載内容を大幅に見直し！

【地域評価ツールに記載のプロセス】 《伴走支援を経て記載拡充》

「ワークブック」の作成
◎ 地域評価ツールの各プロセスに関する取組
シートの活用により、地域の実情を踏まえた
オーダーメイド型の取組の実践をサポート！

「説明動画」の作成
◎ 「地域アプローチ」をはじめたいと考えている自治体職員に向けて、
実践団体のインタビューを交えながら、わかりやすく説明した
動画を公表！

■ 「地域アプローチ」による取組の継続的な普及促進や情報発信等
⇒ 「地域アプローチ」による少子化対策の継続的な普及促進や情報発信の強化に向けて、以下の取組を行います。

2022年度の成果の発信

「地域アプローチ」による少子化対策の推進に向けて

①部局横断的な
検討体制の構築

④地域の強み・
課題の分析 ⑤対応策の検討 ⑥対応策の実行

②客観的指標の
分析による地域
特性の見える化

③主観調査による
地域特性の把握

STEP1 部局横断的な検討体制の構築
年間計画の作成
 今年度達成したいこととそのために必要な調査・検討内容（予定）を以下に記載する。

時期 X年4月 5月 6月 7月
到達目標

(マイルストーン)

実施内容
（予定）

WS（予定） 〇

X＋１年度

X＋２年度

X＋３年度～
（将来）

●達成したい目標

●具体的なスケジュール

時期 ８月 ９月 10月 11月
到達目標

(マイルストーン)

実施内容
（予定）

WS（予定） 〇 〇

時期 12月 X＋１年1月 2月 3月
到達目標

(マイルストーン)

実施内容
（予定）

WS（予定） 〇 〇

分野 わがまちの特徴（事実を記載） 考察（特徴から考えられることを記載）

賑わい・
生活環境

（例）●●が周辺自治体と比較して低い （例）○○が不足しているのではないか

家族・
住生活

地域・
コミュニティ

医療・
保健環境

子育て
支援サービス

働き方・
男女共同参画

経済雇用

STEP2 客観的指標の分析による地域特性の見える化
地域の様々な指標を見て分かるわがまちの特徴の洗い出し
 地域評価指標のひな型等を参考に、出生に関連する指標に影響を与えると考えられる地域の様々な指

標の特徴とそこから考えられることを記載する。

＜分野内の個別指標の偏差値の作図例（地域評価指標のひな形より）＞ ※わがまちの特徴が分かる元データ（グラフ等）を適宜ワークシートに貼り付ける
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者、中位数）

女性労働力率
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女性第３次産業

従事者割合（20-
44歳）

管理的職業従事

者に占める女性

の割合

市町村議会議員

に占める女性の

割合

防災会議の構成

員に占める女性

の割合

くるみん認定企

業割合（資本金

５千万円を超え

る企業数比）

県下市町村平均

X市

働き方・男女共同参画賑わい・生活環境

◎ 過去の伴走支援で得られた知見・ノウハウを活用しながら、各プロセスの進め方
に関するサポートや、ワークショップの開催・運営にあたっての助言など、それぞれの
希望に応じた支援を行います。

『地域アプローチ・モニター』は、現在公募中！
（※３月10日（金）まで）

自治体の皆様のご応募をお待ちしています！

2023年度の取組方針

… 「地域アプローチ」の裾野を広げ、地域が一体となって少子化対策に取り組む機運の向上につなげるため、『地域アプローチ・モニター』（市区町村・
参加数 制限なし）を募集して、ワークブックを活用した取組を実践していただき、そこで得られた成果を情報発信します！
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今後も、地域の少子化対策の活性化に向けた自治体の取組を支援するためにどのようなことができるか、検討してまいります！

◎ 例えば以下の取組など、地域の実情に応じた少子化対策の推進に
つながる様々な関連施策の活用が進むよう連携を行っていきます！

《地域少子化対策重点推進交付金》
… 結婚支援等の更なる推進のための調査研究や、仕事と子育ての両立

支援など、少子化対策につながる地域の様々な事業を支援

《デジタル田園都市国家構想交付金》
… デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上に向けた取組を支援

《地方創生人材支援制度》
… 小規模の自治体でも、デジタル人材などの外部人材の活用が進むよう、

地方創生の観点から自治体の人材確保を支援

《こども政策におけるDX推進に係る取組》
… 全国各地の自治体に少子化対策へのデジタル技術の活用を推し進める

に当たって、こども政策におけるDX推進に関する各種施策と連携しながら、
こども政策に係る申請等の各種事務負担の軽減や利便性の向上につな
がる様々な取組の活用にもつなげていく

… 地域の少子化対策へのデータの収集・分析にかかる負担を軽減して、
データの利活用が進むよう、地域幸福度（well-being）指標などの
既存のツール等の活用等を通じた「地域アプローチ」による取組に向けた
データの収集・分析をサポートする情報を発信します。

◎ 「地域アプローチ」による少子化対策や、地域の少子化対策への
デジタル技術の活用について、全国の自治体にもこうした取組の
横展開を進めていくことを目的として、意見交換会を継続開催して、
先進的な取組を実践している自治体等の情報を発信します！

夏頃 / 年度末頃に
オンライン意見交換会

を開催予定

内閣官房HPでも、
様々な情報を発信

意見交換会の開催等による情報発信

地域の実情に応じた少子化対策の推進に関する情報発信や関連施策との連携について

関連施策との連携
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◎ 地域の実情に応じた少子化対策の推進に向けて、意見交換会をはじめとした情報発信や、関連施策との連携を進めていきます。



参考資料
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30 50 70 70 

584 599 609 603 572 552 532 532 

416 401 391 397 398 398 398 398 

0
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1,000

H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

（億円）

デジタル田園都市国家構想交付金（当初・補正）
地方創生整備推進交付金（当初・補正）
地方創生推進交付金（当初）
地方創生拠点整備交付金（当初・補正）

R5当初予算案：1,000億円、R4補正：800億円（R4当初：1,000億円／R3補正：660億円）

デジタル田園都市国家構想交付金の創設

地方創生
推進タイプ

地方創生
拠点整備タイプ

デジタル
実装タイプ

デジタル田園都市国家構想交付金

 デジタルを活用した地域の課
題解決や魅力向上の実現に
向けて、デジタル実装に必要
な経費を支援。

 デジタルの活用などによる観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する取組や
拠点施設の整備などを支援。
• 自立性、官民協働、地域間連携、政策間連携、デジタル社会の形成への寄与等の要素を

有する取組や施設整備等（最長５年間）
• 東京圏からのUIJターンの促進及び地方の担い手不足対策
• 省庁の所管を超える２種類以上の施設（道・汚水処理施設・港）の一体的な整備

R4補正 R5当初

870 
600 570 570 495 460 400 

30 

30 30 5 100 200 400 

0

500

H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

デジタル実装
タイプ

地方創生
拠点整備
タイプ

補正予算の推移

1,900億 1,600億 1,660億1,600億1,600億1,600億当初＋補正 1,800億

地方創生推進タイプ
【地方創生整備推進型】

【先駆型、横展開型、Society5.0型、プロフェッ
ショナル人材事業型、移住・起業・就業型】

地方創生拠点整備タイプ

当初予算の推移

（注１）R2補正で地方創生テレワーク交付金を100億円措置。
（注２）R3補正でデジタル田園都市国家構想推進交付金を200億円措置。

（億円）

7



デジタル実装タイプ（TYPE1/2/3等）の概要
 従来のデジタル田園都市国家構想推進交付金の基本的な制度設計は継続し、デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上に

向けた事業を行う地方公共団体に対し、その事業の立ち上げに必要な経費を支援。
 マイナンバーカードの普及促進など政府の重要施策を推進する観点から、新たなメニューや優遇措置を講じる。
 KPI（デジタル実装1000団体等）の達成に向けて、潜在的なターゲットを掘り起こすボトムアップ支援等を講じる。

データ連携基盤活用型
【TYPE２】

優良モデル導入支援型
【TYPE１】

デジタル実装
計画策定支援事業

デジタル実装に取り組も
うとする地域の計画づく
りを支援

優良モデル・サービス
を活用した実装の
取組

データ連携基盤を
活用した、複数の
サービス実装を伴う
取組

カードの
新規用途開拓
かつ総合評価が
優れている取組

委託事業
予算額：3億円

国費：1億円
補助率：1/2

国費：2億円
補助率：1/2

国費：6億円
補助率：2/3

対象 上限額
補助率

カード
交付率

カード
利活用

現状交付率
全国平均以上
を申請要件

カードの
利活用を
含む場合
は加点

カードの
新規用途
開拓が

必須要件

採択に
あたり交付率
を勘案

マイナンバーカード
高度利用型
【TYPE３】

国費：3億円
補助率:10/10

当該団体内における
カードの新規用途開拓
かつ他の地域における
横展開が容易な取組

現状申請率
７割以上
を申請要件

当該団体内に
おけるカードの
新規用途開

拓が必須要件※令和４年度補正予算
限りの時限措置

ドローン配送

書かない窓口 医療MaaS地域アプリ

遠隔医療

マイナンバーカードで各種市民サービスを利用
(図書館利用や避難所の受付等)

複数分野データ連携の促進による
共助型スマートシティ（会津若松市）

【TYPE3】

【TYPE2】

【TYPE1】

避難所受付

高齢者タクシー
補助

コンビニ交付図書館カード
印鑑登録証

選挙投票
入場受付 診察券

（病院）

市民カードとしての利用
らくらく窓口
交付サービス

＜対象事業（一例）＞

※交付率全国平均を
目指すことを提示

マイナンバーカード
利用横展開事例創出型

＜TYPE別の内容＞
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 地方創生に積極的に取り組む市町村に対し、意欲と能力のある国家公務員、大学研究者、民間専門人材を
市町村長の補佐役として派遣

 市町村からの派遣受入の希望申請に基づき、各省庁、大学、民間企業と市町村とのマッチング協議の支援を実施
 派遣前に地方創生施策についての研修会を実施するとともに、年に数回、派遣者の取組報告や派遣先での課題を共有する
報告会・情報交換会を開催し、派遣者間のネットワーク構築をサポート

【施策のイメージ】

地方創生人材支援制度 制度概要

※ 市町村は都道府県経由で申請（締切は都道府県毎に設定）
※ 大学研究者、民間専門人材は、募集開始時に協力情報にて

市町村に共有

デジタル専門人材・グリーン専門人材も
当制度のスキームにて派遣

平成27年度 69市町村 69名
・国家公務員 42市町村 42名
・大学研究者 15市町村 15名
・民間人材 12市町村 12名

平成28年度 58市町村 58名
・国家公務員 42市町村 42名
・大学研究者 3市町村 3名
・民間人材 13市町村 13名

平成29年度 55市町村 55名
・国家公務員 44市町村 44名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間人材 9市町村 9名

平成30年度 42市町村 42名
・国家公務員 39市町村 39名
・大学研究者 1市町村 1名
・民間人材 2市町村 2名

令和元年度 33市町村 34名
・国家公務員 23市町村 23名
・大学研究者 3市町村 4名
・民間人材 7市町村 7名

令和２年度 46市町村 57名
・国家公務員 20市町村 20名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間人材 26市町村 35名

令和３年度 78市町村 88名
・国家公務員 21市町村 21名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間専門人材 55市町村 65名

令和４年度 81市町村104名
・国家公務員 16市町村 16名
・大学研究者 3市町村 3名
・民間専門人材 63市町村 85名

326市町村延べ507名を派遣
（令和4年7月現在）

派
遣
先

市
町
村

国家公務員 ･･･原則人口10万人以下
大学研究者 ･･･指定都市を除く市町村
民間専門人材 ･･･指定都市を除く市町村

職
種

・常勤職員 …副市町村長、地方創生監など
・非常勤職員…顧問、地方創生アドバイザーなど

派
遣
期
間

国家公務員 ：原則２年間
大学研究者 ：原則半年〜２年間
民間専門人材：原則半年〜２年間

給
与

報
酬
等

原則 市町村が負担
※派遣先市町村と派遣元企業等との協議にて決定
（総務省の「地域活性化起業人」とも併用可）

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

・派遣前に地方創生施策に関する研修会を実施。
・年に数回、派遣者の取組や派遣先での課題を
共有する報告会・情報交換会を開催。

＜研修会・報告会の模様＞

内閣官房
内閣府

各省庁
大学研究者
民間企業

市町村
④希望企業名等を連絡

（～11月上旬頃）

②協力情報の提示
（９月下旬頃）

①派遣可能な
企業等情報提供
（～8月末）

⑤希望市町村の
ニーズの提供
（11月下旬頃） ⑥マッチング協議

(～２月末)

③協力情報に基づき
派遣希望を検討

9
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地域幸福度（Well-Being）指標の活用

事
業
①

事
業
②

事
業
③

事
業
④

教育 医療

…

交通 防災

事
業
④

エネルギー

KPI KPI KPI KPI KPI

Well-Beingの向上
（主観指標／客観指標）

事
業
①

事
業
②

事
業
③

事
業
④

教育 医療

…

交通 防災

事
業
④

エネルギー

KPI KPI
KPI

KPI

KPI

？

現状
 複数事業を包括する街全体の目指す価値観の明示が

不十分。それぞれの事業が目指すまちづくりの目的や取
組もバラバラ。

 KPIの設定も事業毎に独自に設定されており、相互の連
関性は低い。

今後
 Well-Being指標測定のための客観指標に必要なデータ及

び主観指標に必要なアンケート調査などはデジタル庁で準備
（独自の手法によるも対応可）。

 デジ田交付金Type2/3採択自治体を中心に活用を開始。
活用地域を徐々に拡大（活用自体は任意）。

 地域幸福度（Well-Being）指標を活用することで、地域全体で目指したい姿の検討がより具体的になり、
産官学、市民含め、地域の様々なプレイヤーの協力を引き出すことが可能。また、地域幸福度（Well-
Being）指標をKPIとして持つことで、地域の様々なプレイヤーが自分たちの活動を評価しやすくなる。

 各エリアでの取組間の好循環とPDCAサイクルの実現が目的であり、地域間比較等は行わない。
なお、活用された指標や測定結果は極力オープン化。
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地域幸福度（Well-Being）指標の構成

〈客観指標〉

○地域幸福度（Well-Being）指標の構成要素

 各種統計データを指標化し、分野間などの比較に用いる客観指標と、
市民等へのアンケート調査結果を指標化し、時系列での比較に強い主観指標から構成。

 基本的なデータや、指標の分析ツールはデジタル庁から提供。
https://www.digital.go.jp/news/26c0d00b-6625-4e77-8b53-cebcba76a268/

主
観
指
標

客
観
指
標

出所：一般社団法人スマートシティ・インスティテュート

〈主観指標〉

生活指標に関する客観指標のほか、日々の行動や
幸福感に関する主観指標を用意。

○指標の活用イメージ：指標はレーダーチャートで可視化。地域間比較することができる。

出所：一般社団法人スマートシティ・インスティテュートHP

https://www.digital.go.jp/news/26c0d00b-6625-4e77-8b53-cebcba76a268/
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